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米国： ５万実トン（当初３年維持）→ ７万実トン（13年目以降）
豪州：0.6万実トン（当初３年維持）→ 0.84万実トン（13年目以降）
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※要件：原署名国のGDP（2013年）の合計の85％以上を占める、少なくとも６６
の原署名国が国内法上の手続を完了した旨を通報すること。

GDP 2013 10
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国内生産量
（2013年産、水稲）

主な生産地（2013年産、水陸稲）
（生産量シェア）

66万玄米トン 63万玄米トン 53万玄米トン

輸入量
（2013年度）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

36万玄米トン 35万玄米トン 4万玄米トン

価格・生産量・輸入量の推移（円/精米kg・万玄米トン）
2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 220 264 286 246 202
国際価格 69 67 63 72 107
国内生産量 824 813 821 818 789
輸入量 77 77 77 77 77

関税率 国境措置の概要

一次税率 無税＋マーク
アップ

二次税率341円/kg

•

•

（注１）国内価格は、相対取引価格の年産平均から消費税等を含まない価格を試算したものであり、玄米の価格を精米換算したもの。 （年産ベース）
（注２）国際価格は、カリフォルニア州産短粒種の現地精米所出荷価格（暦年ベース）。（注３）国内生産量は、主食用米の生産量。
（注４）輸入量は、MA米の輸入契約数量。

出典：作物統計（農林水産省）、米をめぐる関係資料（農林水産省）等

•

•

•

国内生産量
（2013年産）

主な生産地 (2013年産)
（生産量シェア）

53.2万トン 5.0万トン 3.0万トン

輸入量
（2013年度）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

242万トン 158万トン 84万トン

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
年度 2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 53 46 56 47 47
国際価格 28 34 32 36 38
国内生産量 571 746 858 812 852
輸入量 5,275 5,901 5,517 4,853 5,482

関税率 国境措置の概要
一次税率
無税

マークアップ(輸入
差益)上限45.2

円/kg

二次税率
55円/kg
〔252%〕

○ 枠内
• カレントアクセス数量（574万トン）
• 国家貿易（マークアップの徴収）

○ 枠外
高水準の関税（55円/kg）

一次税率 無税＋マー
クアップ

二次税率 55円/kg

•

•

•

•

•

•
•

※国内価格は、国内産小麦の落札価格（加重平均・税抜き）。国際価格は、食糧用小麦のCIF平均単価（貿易統
計）。輸入量は食糧用小麦のみ。

出典：作物統計（農林水産省）、貿易統計（財務省）



国内生産量
（2013SY*1）

主な生産地
（生産量シェア）

55万トン 7万トン 6万トン

輸入量
（2013SY*1）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

65万トン 43万トン 13万トン

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
SY*1 2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 188 187 183 186 186
国際価格 66.6 62.0 55.5 56.8 55.2
国内生産量 646 668 683 680 729
輸入量 1,395 1,343 1,315 1,268 -

関税率（上限値、調整金含む） 国境措置の概要
1次税率

（粗糖）71.8円/kg（調整金40.5円/kg*2）
（精製糖）103.1円/kg

（関税21.5円＋調整金57.4円/kg*2）

二次税率
-

安価な輸入粗糖から
調整金を徴収し、これ
を財源として国内生産
を支援。

•

•

•

•

•

•

•

•

＊1 ＳＹは砂糖年度（10月１日～翌年９月30日）。 国内価格は「日本経済新聞」砂糖の市中価格。国際価格はロンドン白糖価格。2014SYの国内生産量は実績見込み。輸入量は粗糖を精製糖換算したもの。
出典：需給見通し（農林水産省）、貿易統計（財務省）

＊2 調整金単価は26SY7月～9月期。
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国内生産量
（2013年度）

主な生産地（生産量シェア）
（飼養頭数ベース：2014年2月1日現在）

354千トン 北海道
516千頭（20%）

鹿児島県
343千頭（13 %）

宮崎県
250千頭（10 %）

輸入量
（2013年度）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

536千トン 豪州
278千トン（52%）

米国
201千トン（38 %）

ＮＺ
28千トン（5%）【うちＴＰＰ参加国535千トン】

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
年度 2010 2011 2012 2013 2014

国内価格（和牛） 2480   2203 2487 2750 2977
国内価格（交雑） 1649 1383 1560 1741 1893
国内価格（乳用） 934 723 884 1113 1251

国際価格 404 405 445 508 633
国内生産量 358 354 360 354 352
輸入量 512 516 506 536 517

関税率 国境措置の概要

出典：食肉流通統計、畜産統計、貿易統計

（注）部分肉ベース、国内は去勢牛の価格
国内価格：中央10市場平均、国際価格：ＣＩＦ平均単価
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差額関税制度
・10％

その他豚肉調製品 ・20％

•

•

•

•

•

•

•
•

【豚肉】国内生産量
（2013年度）

【豚肉】主な生産地（生産量シェア）
（飼養頭数ベース：2014年2月1日現在）

917千トン 鹿児島県
1,372千頭（14 %）

宮崎県
838千頭（9 %）

千葉県
664千頭（7 %）

【豚肉】輸入量
（2013年度）

【豚肉】主な輸入先国
（輸入量シェア）

【豚肉】価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）

出典：食肉流通統計、畜産統計、貿易統計 （注）部分肉ベース 国内価格：省令価格（東京及び大阪の中央卸売市場における「極上・上」規格の加重平均値
国際価格：ＣＩＦ平均単価

関税率 （国境措置の概要）
【豚肉】（差額関税制度）
・524円/kg＜輸入価格の場合：4.3％
・524円/kg≧輸入価格の場合：546.53円と輸入価格の差額
・64.53円/kg≧輸入価格の場合：482円/kg
【ハム・ベーコン】（差額関税制度）
・897.59円/kg＜輸入価格の場合：8.5％
・897.59円/kg≧輸入価格の場合：614.85-0.6×輸入価格 円/kg
【ソーセージ】 ・10％
【その他豚肉調製品】 ・20％

•

•

【ハム・ベーコン等】生産量・輸入量の推移（千トン）

出典：食肉加工品等流通調査、貿易統計 国内生産量：ハム、ベーコン、ソーセージの合計（製品ベース
輸入量：ハム、ベーコン、ソーセージ、その他豚肉調製品の合計

•

•

•

•

•

•

•

•
•
•

•
•

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）

国内価格：牛乳乳製品課調べ
国際価格：CIF価格（貿易統計における平均単価）

国内生乳生産量
（2013年度）

主な生産地
(生産量シェア)

出典：牛乳乳製品統計等、貿易統計

（注）国内生産量の内訳は、指定団体への販売実績等であり、生産量合計とは合致しない。 乳製品輸入量は生乳換算ベース

品目
関税率

輸入差益 国境措置の概要
一次税率 二次税率

バター 国貿：35%
民貿：35%

29.8%+985円/kg
29.8%+1,159円/kg

上限806円/kg
上限949円/kg

主要乳製品について、関税割当
制度及び国家貿易制度により国
内需要への影響を緩和

脱脂粉
乳

国貿：25%、35%
民貿：無税、25%、

35%

396円/kg（学校給食用等）
425円/kg（学校給食用等）
21.3%+396円/kg
29.8%+425円/kg 等

上限304円/kg
上限326円/kg

ホエイ
国貿：25%、35%
民貿：無税、10%、

25%、35%
29.8%+425円/kg
29.8%+687円/kg

上限326円/kg
上限552円/kg

チーズ 国産との抱合せを条
件に無税 29.8% －

プロセスチーズ原料用として、国産
チーズ1に対し2.5の割合での輸入
を条件とすることで、国内需要への
影響を緩和

輸入量
（2013年度、生乳換算ベース）

主な輸入先国
（輸入量シェア）
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国内生産量
（2013年）

主な生産地
（生産量シェア）

268千トン 260千トン 222千トン

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

414千トン ブラジル
387千トン（93%）

米 国
22千トン（5%）

フィリピン
4千トン（1%）【うちＴＰＰ参加国23千トン】

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン） 関税率 国境措置の概要
一次税率

8.5％、11.9％
二次税率
－ －

•

•

•

•

•

•

•

•

•
•

国内生産量
（2013年度）

主な生産地
（生産量シェア）

203千トン 174千トン 169千トン

輸入量
（2013年度）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 187 196 179 194 222
国際価格 111 106 112 158 173
国内生産量 2,506 2,495 2,502 2,519 2,502
輸入量 114 138 123 124 129

関税率 国境措置の概要

一次税率
8.0～21.3％

二次税率
－ －
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国内生産量
（2013年産）

主な生産地
（生産量シェア）

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

2.3千トン（生果） ＮＺ
2.3千トン（100%） - -【うちＴＰＰ参加国2.3千トン】

86.9千トン（果汁） 中国
63.7千トン（73%）

オーストリア
7.1千トン（8%）

ブラジル
5.7千トン（7%）【うちＴＰＰ参加国7.0千トン】価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）

関税率 国境措置の概要

17%（生果） －

「19.1%」、「23%」、「29.8%」、「34％又は23円／㎏の
うち高い方」（果汁）

－

出典：園芸作物課調べ（果汁）、果樹生産出荷統計（りんご（生果））、貿易統計

※国内価格は、東京都中央卸売市場りんご価格
※国際価格は、財務省貿易統計（りんご(生果)CIF価格、りんご濃縮果汁CIF価格）
※2014年の生果国内生産量は、速報値

•

•

•

•

•

•

•

•
•

国内生産量
（2013年産）

主な生産地
（生産量シェア）

出典：果樹生産出荷統計（みかん（生果））、園芸作物課調べ（果汁）、貿易統計

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）

※国内価格は、東京都中央卸売市場普通みかん価格
※国際価格は、財務省貿易統計（オレンジ(生果)CIF価格、オレンジ濃縮果汁CIF価格）
※2014年の生果国内生産量は、速報値

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

関税率 国境措置の概要
６月から11月 16％

12月から５月 32％（オレンジ生果） －

「21.3％」、「25.5%」、「29.8％又は23円/㎏のうち高い方」（オレンジ果汁） －



課税価格が1kgにつき67
円以下のもの 8.5％

課税価格が1kgにつき67
円を超え73円70銭以下
のもの

「8.5％」又は「73.70円
/kg－（課税価格）
/kg」

課税価格が1kgにつき73
円70銭を超えるもの 無税

•

•

•

•

•

•
•

国内生産量
（2013年産）

主な生産地
（生産量シェア）

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 129 102 103 95 119
国際価格 42 38 42 55 49
国内生産量 1,042 1,070 1,098 1,068 1,169
輸入量 339 373 342 302 350

関税率 国境措置の概要
課税価格が1kgにつき67円以
下のもの 8.5％

ー課税価格が1kgにつき67円を
超え73円70銭以下のもの

「8.5％」又は「73.70円/kg
－（課税価格）/kg」

課税価格が1kgにつき73円70
銭を超えるもの 無税

（注１）国内価格は、東京都中央卸売市場市場統計情報の国産品価格
（注２）国際価格は、財務省貿易統計のたまねぎのＣＩＦ価格。
（注３）2014年の国内生産量は速報値。

出典：貿易統計（財務省）、生産出荷統計（農林水産省）等

•

•

•

•
•

国内生産量
（2013年産）

主な生産地
（生産量シェア）

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・千トン）
2010 2011 2012 2013 2014

国内価格 186 193 149 186 217
国際価格 78 70 73 79 91
国内生産量 221 209 227 212 200
輸入量 106 115 125 105 99

関税率 国境措置の概要

３％ -

（注１）国内価格は、東京都中央卸売市場市場統計情報の国産品価格
（注２）国際価格は、財務省貿易統計のかぼちゃのＣＩＦ価格。
（注３）2014年の国内生産量は速報値。

出典：貿易統計（財務省）、生産出荷統計（農林水産省）等



国内生産量
（2013年）

主な生産地
（生産量シェア）

5.2万トン 3.9万トン 0.8万トン

輸入量
（2013年）

主な輸入先国
（輸入量シェア）

0.9万トン 0.4万トン 0.3万トン

•

•

•

•

•
•

出典：漁業・養殖業生産統計（農林水産省）、水産物流通調査（水産庁）、貿易統計（財務省）

（※）は概数値。 輸入品価格は、CIF平均単価（貿易統計）。

価格・生産量・輸入量の推移（円/kg・万トン）
2010 2011 2012 2013 2014

国産品価格
輸入品価格
国内生産量
輸入量

関税率 国境措置の概要

国内生産量
（2013年） 主な生産地 輸入量

（2013年）
主な輸入先国

（輸入量シェア）

1,093 897

価格・生産量・輸入量の推移（百円/㎥・千㎥）
年 2010 2011 2012 2013 2014

国産品価格 282 408 481 390 493
輸入品価格 428 473 488 483 654
国内生産量 4,747 4,644 4,713 5,112 4,953
輸入量 3,821 4,481 4,321 4,314 4,327

関税率 国境措置の概要

1次税率
3.9、６、8.5、10％

二次税率
-

-

•

•

•

•
•

•
•

※国産品価格及び輸入品価格は、構造用合板（各年１月時点）。国内生産量は合板及び集成材の計。

出典：木材需給報告書（農林水産省）、貿易統計（財務省）、木材建材ウイクリー、日本集成材工業協同組合調
べ



※

15 150 20 40 1 3,000
14 6,250

40%)
9 3

TPP 6
TPP11 19,987 (2013 ) 29,605 (2015 1.5

2014 6 43% 20 2014 1
267% 5 7

30%)

TPP

2015

※

2015

kg+ 8.5%)



• 世界のGDPの約４割（3,100兆円）という、かつてない規模の経済圏をカバーした経済連携。人口
８億人という巨大市場が創出される。TPPはアベノミクスの 「成長戦略の切り札」となるもの。

• 本政策大綱は、ＴＰＰの効果を真に我が国の経済再生、地方創生に直結させるために必要な政策、
及びＴＰＰの影響に関する国民の不安を払拭する政策の目標を明らかにするもの。

• 本大綱に掲げた主要施策については、既存施策を含め不断の点検・見直しを行う。また、農林水産業
の成長産業化を一層進めるために必要な戦略、さらに、我が国産業の海外展開・事業拡大や生産性
向上を一層進めるために必要となる政策については、２８年秋を目途に政策の具体的内容を詰める。

• 本大綱と併せ、ＴＰＰについて国民に対する正確かつ丁寧な説明・情報発信に努め、ＴＰＰの影響
に関する国民の不安・懸念を払拭することに万全を期す。

＜ＴPPの活用促進＞
1 丁寧な情報提供及び相談体制の整備
○ＴＰＰの普及、啓発
○中堅・中小企業等のための相談窓口の整備
2 新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーン構築支援
○中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の抜本的強化
（「新輸出大国」コンソーシアム）
○コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進
○農林水産物・食品輸出の戦略的推進
○インフラシステムの輸出促進
○海外展開先のビジネス環境整備

新輸出大国

グローバル・ハブ（貿易・投資の国際中核拠点）

農政新時代

＜食の安全、知的財産＞
＜TPPを通じた「強い経済」の実現＞
1 TPPによる貿易・投資の拡大を国内の経済再生に直結させる方策
○イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進
○対内投資活性化の促進
2 地域の「稼ぐ力」強化
○地域の関する情報発信
○地域リソースの結集・ブランド化

＜農林水産業＞
1 攻めの農林水産業への転換（体質強化対策）
○次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成
○国際競争力のある産地イノベーションの促進
○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進
○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要
フロンティアの開拓

○合板・製材の国際競争力の強化
○持続可能な収益性の高い操業体制への転換
○消費者との連携強化、規制改革・税制改正

○輸入食品監視指導体制
強化、原料原産地表示
○特許、商標、著作権関係
について必要な措置
○著作物等の利用円滑化等

２ 経営安定・安定供給のための備え
（重要５品目関連）

○米（政府備蓄米の運営見直し）
○麦（経営所得安定対策の着実な実施）
○牛肉・豚肉、乳製品
（畜産・酪農の経営安定充実）
○甘味資源作物(加糖調製品を調整金の対象)

農林水産分野の対策の財源については、ＴＰＰ協定が発効し関税削減プロセスが 実施されていく中で
将来的に麦のマークアップや牛肉の関税が減少することにも鑑み、既存の農林水産予算に支障を来さないよ
う政府全体で責任を持って毎年の予算編成過程で確保するものとする。





① 意欲ある農業者の経営発展を促進する機械・施設の導入

② 無利子化等の金融支援措置の充実

100

10

○担い手確保・経営強化支援事業

対象者

補助対象

補助率



③ 農地中間管理事業の重点実施区域等における農地の更なる大区画化・汎用化

実施主体 負担率・補助率

9,600円

④ 中山間地域等における担い手の収益力の向上

農地の集積
（経営規模の拡大）

高収益作物の導入
（営農計画の転換）

作物等の高付加価値化
（農産物のブランド化等）

対象地域

補助率

対象者



実施主体 負担率・補助率

② 水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化

① 産地パワーアップ事業の創設

対象者

補助率

補助対象



⑤ 製粉工場・製糖工場等の再編整備

実施主体

補助率

○加工施設再編等緊急対策事業

④ 農林漁業成長産業化支援機構の更なる活用

③ 新たな国産ブランド品種や生産性向上など戦略的な革新的技術の開発

（１）地域の競争力強化のための
革新的技術体系の確立支援 （２）次世代の先導的な技術開発

生産者・
生産者団体 研究機関

流通業者

ICT企業

!

地方公共団体

先進技術を組み合わせ、生産現場に導入可能な
革新的な技術体系の確立

新たな需要を生み出す国産ブランド品種の開発

ロボット技術等を活用した生産性の限界を打破す
る新たな生産体系の開発

実施主体 補助率

○革新的技術開発・緊急展開事業



① 畜産クラスター事業の拡充

③ 和牛の生産拡大、生乳供給力の向上、豚の生産能力の向上

拡充のポイント

○畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

○畜産・酪農生産力強化対策事業

② 畜産クラスターの取組を後押しする草地整備



⑦ 家畜防疫体制の強化

⑥ 畜産農家の既往負債の軽減対策

⑧ 食肉処理施設・乳業工場の再編整備の推進

○加工施設再編等緊急対策事業

④ 畜産物のブランド化等の高付加価値化

○畜産経営体質強化支援資金融通事業

○革新的技術開発・緊急展開事業

＜難防除雑草＞

ギシギシ シバムギ

⑤ 自給飼料の一層の生産拡大

○草地難防除雑草駆除等緊急対策事業


